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１．所得税法の編と章の構造をおさえておく

第１編　総則→抽象的で読みにくいが，すべてにかぶってくる。

第２編　居住者の納税義務


第３編　非居住者及び法人の納税義務→「外国法人」であるF社の納税義務はここでくわしく定められている。


第４編　源泉徴収→S社が源泉徴収するための根拠規定はここにある。


第５編　雑則→「たかが雑則」と侮ることなかれ。


２．本来の納税義務者であるF社について


５条４項（納税義務者）


→７条１項５号（課税所得の範囲）

★第１編総則のこれらの規定が，第３編第１章１６１条のソース・ルールを引用している。


★１２条（実質所得者課税の原則）などの人的帰属の通則規定が適用される。
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３．源泉徴収義務者であるS社について


６条（源泉徴収義務者）


→１７条（源泉徴収に係る所得税の納税地）


→２１２条（源泉徴収義務）

→２１３条（徴収税額），この設例では特に１項３号。


→２２０条（源泉徴収に係る所得税の納付手続）以下。

【ここから一歩先へ】


１．所得税法施行令もかなり重要
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